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受益者のみなさまへ 
 

 毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申し上げます。 

 パラディアム・ジャパン・トラスト－SMBCフレンド・ドイツ銀行グループ 早期償還条項付 償還時豪

ドル建元本確保型ファンド 07－01(日経平均連動分配型)（以下「サブ・ファンド」といいます。）は、

このたび、第９期の決算を行いました。ここに、運用状況をご報告申し上げます。 

 今後とも一層のお引立てを賜りますよう、お願い申し上げます。 

 

 サブ・ファンドの仕組みは、以下のとおりです。 

ファンド形態 ケイマン諸島籍オープン・エンド型契約型公募外国投資信託／単位型 

信託期間 サブ・ファンドは、定められた事由により終了しない限り存続します。なお、サブ・
ファンドの満期償還日は、2017年２月24日の予定です。 

運用方針 サブ・ファンドの投資目的は、登録受益者に対して、（ⅰ）日経平均株価（以下「連
動先指数」といいます。）のパフォーマンスに連動した定期的な支払、（ⅱ）豪ドル
建投資元本に対する収益分配金（税引前）の支払合計が一定の水準に達した場合に
は、当初投資元本を確保しつつ早期償還が行われる可能性、および（ⅲ）サブ・フ
ァンドの満期償還日までにサブ・ファンドの早期償還が行われなかった場合には、
満期償還日において当初投資元本の確保を提供することです。 

主要投資対象 ドイツ銀行ロンドン支店（以下「社債発行会社」といいます。）により発行される、
日経平均株価と連動した「10年満期元本確保型日経平均連動ターゲット償還社債
（豪ドル建）」と称する社債（以下「豪ドル建日経平均連動社債」といいます。） 

ファンドの 

運用方法 

投資目的を達成するために、サブ・ファンドは、豪ドル建日経平均連動社債に投資
し、豪ドル建日経平均連動社債に基づき社債発行会社から受領する支払を登録受益
者に提供します。 

主な投資制限 （ⅰ） 空売りされる証券の総価額は、サブ・ファンドの純資産価額を上回ってはな
りません。 

（ⅱ） 私募株式、非上場株式または容易に換金できない不動産等の非流動性資産
に、サブ・ファンドにおける受益証券の純資産の15％を超えて投資すること
はできません。 

（ⅲ） 管理会社または第三者の利益のための管理会社による取引等、受益者の保護
に反するか、またはサブ・ファンドの資産の適切な運用に支障をきたす管理
会社による取引は禁止されるものとします。 

（ⅳ） 管理会社は、サブ・ファンドの勘定で借入れを行うことがでますが、①借入
れ時のサブ・ファンドの直近の純資産価額の10％を上限とし、②受益証券の
買戻しについて支払うべき額を支払う目的の場合に限ります。 

（ⅴ） 受託会社または管理会社は、単一の発行会社により発行される普通株の10％
以上をサブ・ファンドのために取得しないものとします。 

分配方針 受託会社は、管理会社と協議の上または管理会社の指示に従い、分配金またはその
他サブ・ファンドの収益の分配を行うことができます。サブ・ファンドは四半期毎
に分配金を支払うことができ、これは2007年５月24日から満期日（同日を含みま
す。）（同日が営業日ではない場合は翌営業日）までの毎年２月、５月、８月および
11月の24日に支払われる予定です。 
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Ⅰ．運用の経過等 

 

（１）当期の運用の経過および今後の運用方針 

 

■１口当たり純資産価格等の推移について 

 

 

第８期末の 

１口当たり純資産価格 
1,001.05豪ドル 

第９期末の 

１口当たり純資産価格 
1,012.64豪ドル 

第９期中の 

１口当たり分配金合計額 
104.975豪ドル 

騰落率 11.38％ 

（注１） 分配金再投資換算１口当たり純資産価格は、各収益分配金（課税前）を分配落日の直後の評価日に全額再投資したと仮

定して算出したもので、サブ・ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。以下同じです。 

（注２） 分配金再投資換算１口当たり純資産価格は、運用開始日（2007年１月31日）の受益証券１口当たり純資産価格を起点と

して計算しています。以下同じです。 

（注３）騰落率は、評価日付の分配金再投資換算１口当たり純資産価格に基づき計算しています。 

（注４） サブ・ファンドの購入価額により課税条件は異なりますので、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注５） サブ・ファンドにベンチマークは設定されていません。 

 

 

■１口当たり純資産価格の主な変動要因 

後記「投資環境およびポートフォリオについて」をご参照ください。 
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■分配金について 

当期（2014年10月１日〜2015年９月30日）の１口当たり分配金（税引前）はそれぞれ下表のとおりで

す。なお、下表の「分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額」は、当該分配落日における１口当た

り分配金額と比較する目的で、便宜上算出しているものです。 

 

（金額：豪ドル）

分配落日 
分配落日の直後の評価日に 

おける１口当たり純資産価格

１口当たり分配金額 

（対１口当たり純資産価格比率（注１））

分配金を含む１口当たり 

純資産価格の変動額（注２） 

2015/2/17 1,094.81 
0.450 

(0.04％) 
95.940 

2015/5/18 1,109.51 
38.275 

(3.33％) 
52.975  

2015/8/17 1,037.05 
66.250 

(6.00％) 
－6.210 

（注１） ｢対１口当たり純資産価格比率｣とは、以下の計算式により算出される値であり、ファンドの収益率とは異なる点にご留

意ください。 

対１口当たり純資産価格比率（％）＝100×a／b 

a＝当該分配落日における１口当たり分配金額 

b＝当該分配落日の直後の評価日における１口当たり純資産価格＋当該分配落日における１口当たり分配金額 

なお、上記の各分配落日はサブ・ファンドの評価日ではなく、分配落日における１口当たり純資産価格は計算されてい

ません。 

（注２） ｢分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額｣とは、以下の計算式により算出されます。 

分配金を含む１口当たり純資産価格の変動額＝b－c 

b＝当該分配落日の直後の評価日における１口当たり純資産価格＋当該分配落日における１口当たり分配金額 

c＝当該分配落日の直前の分配落日の直後の評価日における１口当たり純資産価格 

（注３） 2015年２月17日の直前の分配落日（2007年５月17日）の直後の評価日における１口当たり純資産価格は、999.32豪ドル

でした。 

 

 

■投資環境およびポートフォリオについて 

2014年10月１日から2015年９月30日までの第９期と、その後2016年１月末日に至る４か月間のサブ・

ファンドの収益率（注）は＋13.58％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は＋8.31％でした。 

（注） サブ・ファンドの収益率は、受益証券１口当たり純資産価格および当該期間中の分配金合計額に基づき計算しています。

以下同じです。 

 

2014年10月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は＋1.49％と２か月連続のプラス推移に、

TOPIXは＋0.55％と２か月連続のプラス推移となりました。10月上旬から中旬にかけての日本株式市場

は、海外株式市場の下落を受けてリスク回避の流れが広がったことにより下落し、日経平均株価は一時

15,000円を下回りました。欧州の経済統計が低調だったことや、米国内で初のエボラ出血熱感染者が確

認され感染拡大への懸念が生じたことが影響しました。その後、米企業決算が好調だったこと、また欧

州中央銀行（以下「ECB」といいます。）が資産購入プログラムを開始したことを受けて、海外株式市

場でのリスク回避は後退し日本株式市場も上昇に転じました。下旬にかけても、円安が進行したことを

受けて堅調に上昇し、最終的に日経平均株価は15,500円を超えて同月を終えました。 

2014年９月の最後の評価日（30日）から2014年10月の最後の評価日（31日）までのサブ・ファンドの

収益率は＋1.01％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は＋1.49％となっています。 

  



－ 3 － 

2014年11月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は＋6.37％と３か月連続のプラス推移に、

TOPIXは＋5.75％と３か月連続のプラス推移となりました。11月上旬の日本株式市場は、10月31日の日

銀追加緩和やGPIFの内外株式運用比率の引上げ方針を受けて上昇が続き、４日に日経平均株価は一時

17,000円を回復しました。その後も、円安の流れや2015年10月に予定される消費税の増税が見送られる

との観測から、景気への好影響が見込まれ上昇は続きました。中旬は日本の第３四半期国内総生産が予

想外のマイナスとなり、国内景気に対する警戒感の高まりを受けて下落に転じる場面もありましたが、

下旬にかけては衆院選公示による内政の停滞などによって大きな動きはありませんでした。最終的に日

経平均株価は17,000円を超えて同月を終えました。 

2014年10月の最後の評価日（31日）から2014年11月の最後の評価日（28日）までのサブ・ファンドの

収益率は＋3.79％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は＋6.37％となっています。 

 

2014年12月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は－0.05％と４か月ぶりのマイナス推移

に、TOPIXは－0.20％と４か月ぶりのマイナス推移となりました。12月上旬の日本株式市場は、米ドル

円相場が120円台まで進んだことを受けて企業業績に対する楽観的な見方が広まり、また14日投開票の

衆院選で自民党が圧勝するとの事前予想を受けて上昇しました。中旬にかけては、原油安によるエネル

ギ－株の下落や、ギリシャの大統領選挙にからむ政治混乱から世界的な株安の流れとなり、日本の株式

市場も下落へ転じました。原油安が資源国経済に打撃を与えるとの警戒感からその後も株安の流れは続

き、日経平均株価は一時17,000円を割り込みました。その後、FOMC声明を受けて再び円安米ドル高の

流れとなり、日本株式市場は上昇へと転じました。最終的に日経平均株価は17,700円付近で同月を終え

ました。 

2014年11月の最後の評価日（28日）から2014年12月の最後の評価日（30日）までのサブ・ファンドの

収益率は－0.13％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は－0.05％となっています。 

 

2015年１月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は＋1.28％と２か月ぶりのプラス推移に、

TOPIXは＋0.54％と２か月ぶりのプラス推移となりました。１月上旬の日本株式市場は、原油価格の急

落やギリシャにおける政局不安を背景として大きく下げ、日経平均株価は一時17,000円を下回りました。

その後も原油価格の下落は続き、またスイス中央銀行によるフラン上限撤廃などを要因とした為替の円

高を受けて、下落は続きました。中旬に入ると、ECBが市場の予想を上回る規模の量的緩和を発表した

ことにより、投資家心理の改善から日本株式市場は上昇に転じました。下旬にかけては、為替相場の安

定やギリシャのユ－ロ離脱懸念の後退から上昇が続き、最終的に日経平均株価は17,500円を超えて同月

を終えました。 

2014年12月の最後の評価日（30日）から2015年１月の最後の評価日（30日）までのサブ・ファンドの

収益率は＋1.34％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は＋1.28％となっています。 

 

2015年２月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は＋6.36％と２か月連続のプラス推移に、

TOPIXは＋7.69％と２か月連続のプラス推移となりました。２月上旬の日本株式市場は為替の円高によ

って下落する場面もありましたが、大きな動きはなく推移しました。その後、良好な米雇用統計を受け

て円安が進んだことで日経平均株価は上昇に転じ、約２か月ぶりに18,000円台に乗せる場面がありまし

た。中旬に入ると、日本の昨年第４四半期GDP速報値が３四半期ぶりにプラス転換したことで、国内景

気の改善に対する期待感から上昇は続きました。銀行や証券など金融株を中心に大きく上昇し、日経平

均株価は終値で18,000円を上回りました。下旬に入っても堅調な米国経済や米国連邦準備制度理事会

（以下「FRB」といいます。）の利上げを急がない方針を受けて上昇は続き、日本株式市場は2000年以
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来の高値水準で同月を終えています。 

2015年１月の最後の評価日（30日）から2015年２月の最後の評価日（27日）までのサブ・ファンドの

収益率は＋3.12％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は＋6.36％となっています。 

 

2015年３月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は＋2.18％と３か月連続のプラス推移に、

TOPIXは＋1.26％と３か月連続のプラス推移となりました。３月上旬の日本株式市場は為替が円安に進

む一方で、米国経済統計の低調によって一進一退の動きが続きました。その後、米国における早期利上

げ観測の高まりを受けて下落する場面もありましたが、為替の円安安定を背景とした国内企業業績の改

善期待によって大きく上昇し、約15年ぶりに日経平均株価は終値で19,000円台に乗せました。中旬も幅

広い銘柄が買われて上昇基調は続きましたが、下旬に入ると米国株式市場の下落を受けて日本株式市場

も下落に転じました。下旬の下落は続きましたが、最終的に日経平均株価は19,000円を超えた水準で同

月を終えています。 

2015年２月の最後の評価日（27日）から2015年３月の最後の評価日（31日）までのサブ・ファンドの

収益率は＋1.12％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は＋2.18％となっています。 

 

2015年４月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は＋1.63％と４か月連続のプラス推移に、

TOPIXは＋3.22％と４か月連続のプラス推移となりました。４月上旬の日本株式市場は、３日に発表さ

れた３月の米国雇用統計が下振れしたことにより、米利上げの時期が先送りされるとの期待から上昇し

ました。また国内企業の業績改善期待も要因となり、日経平均株価は約15年ぶりに一時20,000円台を回

復しました。その後は20,000円の達成感や円安の流れが鈍化したことで、日本株式市場は下落へと転じ

ました。しかし、下旬に入ると金融セクタ－の上昇をきっかけとして再度上昇に転じ、日経平均株価は

終値ベースで20,000円台を回復しました。最終的に日本株式市場は当初から上昇した水準で同月を終え

ています。 

2015年３月の最後の評価日（31日）から2015年４月の最後の評価日（30日）までのサブ・ファンドの

収益率は＋1.46％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は＋1.63％となっています。 

 

2015年５月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は＋5.34％と５か月連続のプラス推移に、

TOPIXは＋5.08％と５か月連続のプラス推移となりました。５月上旬の日本株式市場は、日本の連休中

に海外で長期金利が上昇したことを受け、連休明けに下落しました。その後中旬に入ると、懸念されて

いたギリシャへの警戒感が一時和らぎ、また為替が円安へ進んだことを受けて上昇へと転じました。下

旬に入っても為替の円安が更に進んだことや日本企業のコーポレート・ガバナンス強化の流れが好感さ

れて日本株式市場の上昇は続き、東証１部の時価総額が史上最高値を更新する場面もありました。最終

的に日本株式市場は当初から上昇した水準で同月を終えています。 

2015年４月の最後の評価日（30日）から2015年５月の最後の評価日（29日）までのサブ・ファンドの

収益率は＋2.19％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は＋5.34％となっています。 

 

2015年６月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は－1.59％と６か月ぶりのマイナス推移

に、TOPIXは－2.58％と６か月ぶりのマイナス推移となりました。６月上旬の日本株式市場は欧米の長

期金利の上昇が懸念され、５月下旬より続いた上昇基調から下落に転じました。更に、10日には日本銀

行総裁の国会発言によって為替が急激に円高に進み、日経平均株価は大きく下落しました。中旬から後

半にかけては、ギリシャ債務協議に楽観的な見方が広がったことで一時大きく上昇し、ITバブル時の高

値を更新する場面もありました。しかし月末にかけてはギリシャ支援協議が決裂したことで、一時的な
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デフォルトに対する懸念から再び大きく下落に転じました。最終的に日本株式市場は当初から下落した

水準で同月を終えています。 

2015年５月の最後の評価日（29日）から2015年６月の最後の評価日（30日）までのサブ・ファンドの

収益率は＋0.32％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は－1.59％となっています。 

 

2015年７月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は＋1.73％と２か月ぶりのプラス推移に、

TOPIXは＋1.79％と２か月ぶりのプラス推移となりました。７月上旬の日本株式市場は、ギリシャ国民

投票の結果によってユ－ロ離脱リスクが警戒され、また中国の株式市場でのパニック的な下げが続いた

ことを受けて大きく下落し、日経平均株価は一時20,000円の大台を割り込みました。しかし中旬に入る

と、ギリシャ支援合意への期待が高まり、またFRBのイエレン議長が議会証言で年内に利上げを開始す

る姿勢を維持したことで為替が円安に動いたことが好感され、相場は上昇へと転じました。下旬は、コ

モディティ市況の下落によって原油安恩恵業種が上昇する場面がありましたが、株式市場は大きな動き

はなく推移しました。最終的に日本株式市場は当初から上昇した水準で同月を終えています。 

2015年６月の最後の評価日（30日）から2015年７月の最後の評価日（31日）までのサブ・ファンドの

収益率は＋0.10％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は＋1.73％となっています。 

 

2015年８月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は－8.23％と２か月ぶりのマイナス推移

に、TOPIXは－7.38％と２か月ぶりのマイナス推移となりました。８月上旬の日本株式市場は、発表が

相次いだ決算で評価される企業が増え上昇しましたが、その後は中国の人民元切り下げや原油価格の下

落が嫌気されて下落へと転じました。中旬に入っても、中国購買担当者景気指数（PMI）速報値が市場

予想を下回るなど中国への懸念が続き、世界的なリスク回避の流れの中で日本株式市場も大きく下落し

ました。下旬も中国に端を発した世界経済への不安は続き、日経平均株価は一時18,000円を下回る場面

もありましたが、その後米国が９月には利上げを行わないとの見方が広がったことで上昇に転じました。

最終的に日本株式市場は当初から下落した水準で同月を終えています。 

2015年７月の最後の評価日（31日）から2015年８月の最後の評価日（28日）までのサブ・ファンドの

収益率は－0.98％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は－7.04％となっています。 

 

2015年９月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は－7.95％と２か月連続のマイナス推移

に、TOPIXは－8.19％と２か月連続のマイナス推移となりました。９月上旬の日本株式市場は、中国の

低調な経済統計を受けて世界経済の先行きに対する懸念から下落する場面がありましたが、その後は中

国の財政政策期待による買戻しによって大きく上昇し、９日には日経平均株価が21年ぶりの上げ幅を記

録しました。中旬に入ると米国の利上げ先送り期待で上昇しましたが、その後米国が金融政策の据え置

きを発表すると経済に対する不透明感から下落へと転じました。下旬は、日本の連休中に米国株式市場

が大きく下落したことや、フォルクスワ－ゲンの米排ガス試験をめぐる不正問題が材料となり、更に大

きく下落しました。最終的に日本株式市場は当初から下落した水準で同月を終えています。 

2015年８月の最後の評価日（28日）から2015年９月の最後の評価日（30日）までのサブ・ファンドの

収益率は－2.35％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は－9.14％となっています。 

 

2015年10月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は＋9.75％と３か月ぶりのプラス推移に、

TOPIXは＋10.42％と３か月ぶりのプラス推移となりました。10月上旬の日本株式市場は、９月の米国連

邦公開市場委員会（以下「FOMC」といいます。）議事録の内容から米国の利上げが先送りされるとの

観測が強まり、世界的な金融緩和が続くとの期待から大きく上昇しました。しかし、その後は大きく上
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昇した反動から下落へと転じ、日経平均株価は一時17,000円台となりました。中旬に入ると、中国関連

株の好決算やECBの追加金融緩和の期待によって、再び日本株式市場は上昇へと転じました。下旬に入

っても、中国の利下げや消費者物価指数が低迷する中での日銀の今後の追加緩和策期待から上昇は続き

ました。最終的に日本株式市場は当初から上昇した水準で同月を終えています。 

2015年９月の最後の評価日（30日）から2015年10月の最後の評価日（30日）までのサブ・ファンドの

収益率は＋3.81％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は＋9.75％となっています。 

 

2015年11月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は＋3.48％と２か月連続のプラス推移に、

TOPIXは＋1.42％と２か月連続のプラス推移となりました。11月上旬の日本株式市場は、中国経済統計

の低調が一時嫌気される場面もありましたが、国内企業の決算発表が評価されて上昇しました。また、

４日に新規上場した日本郵政グル－プ３社が公開価格を上回る初値で好スタ－トを切ったことも相場

全般にプラスの影響を及ぼしました。その後も米国雇用統計の内容が良く、利上げ観測の強まりから円

安が進んだことで日本株式市場の上昇は続きました。中旬に入るとパリの同時多発テロでリスク回避の

動きから一時大きく下げる場面がありましたが、後半は堅調な米経済や国内の政策期待によって上昇へ

と転じました。最終的に日本株式市場は当初から上昇した水準で同月を終えています。 

2015年10月の最後の評価日（30日）から2015年11月の最後の評価日（30日）までのサブ・ファンドの

収益率は＋1.52％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は＋3.48％となっています。 

 

2015年12月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は－3.61％と３か月ぶりのマイナス推移

に、TOPIXは－2.09％と３か月ぶりのマイナス推移となりました。12月上旬の日本株式市場は、低調な

米経済指標による円高米ドル安、またECBの追加緩和策に対する失望から下落しました。その後米国の

雇用統計を受けて一時上昇しましたが、原油価格が約７年ぶりの安値を付けたことや、為替の円高を受

けて日本株式市場の下落は続きました。中旬に入っても米国のクレジット市場に対する懸念の広がりか

ら更に下落は続きましたが、米国が約10年ぶりに利上げを決定すると、不透明感の後退から一時上昇へ

と転じました。下旬にかけては、日本銀行が新たに導入を決めたETF買い入れの仕組みに対する評価が

分かれたことや、米国の利上げ後に為替の円高が進んだことで日本株式市場は再度下落しました。最終

的に日本株式市場は当初から下落した水準で同月を終えています。 

2015年11月の最後の評価日（30日）から2015年12月の最後の評価日（30日）までのサブ・ファンドの

収益率は－0.96％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は－3.61％となっています。 

 

2016年１月の国内株式市場は、月間率ベースで日経平均株価は－7.96％と２か月連続のマイナス推移

に、TOPIXは－7.45％と２か月連続のマイナス推移となりました。１月上旬の日本株式市場は、米国お

よび中国での経済統計の悪化から世界景気の減速懸念が広がり、また原油価格の下落や為替の円高など

によって下落しました。中旬にかけても、中国株式市場の続落や原油価格の下落が更に続いたことで、

日本株式市場の下落も続き、日経平均株価の年初からの下げ幅は3,000円を超え、16,000円台となる水

準まで下落しました。その後下旬にかけては、原油価格の続伸が投資家心理の好転につながり、また為

替の円高が一部和らいだことで日本株式市場は上昇へと転じました。最終的に日本株式市場は当初から

下落した水準で同月を終えています。 

2015年12月の最後の評価日（30日）から2016年１月の最後の評価日（29日）までのサブ・ファンドの

収益率は－2.48％でした。また、同期間の日経平均株価の騰落率は－7.96％となっています。 
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（参考情報） 
 

●日経平均株価月次リターン 

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

2007年 1.27％ －1.80％ 0.65％ 2.73％ 1.47％ －4.90％ －3.94％ 1.31％ －0.29％ －6.31％ －2.38％

2008年 －11.21％ 0.08％ －7.92％ 10.57％ 3.53％ －5.98％ －0.78％ －2.27％ －13.87％ －23.83％ －0.75％ 4.08％

2009年 －9.77％ －5.32％ 7.15％ 8.86％ 7.86％ 4.58％ 4.00％ 1.71％ －3.81％ －0.97％ －6.87％ 12.85％

2010年 －3.30％ －0.71％ 9.52％ －0.29％ －11.71％ －3.90％ 1.65％ －7.48％ 6.18％ －1.78％ 7.98％ 2.94％

2011年 0.09％ 3.77％ －8.18％ 0.97％ －1.58％ 1.26％ 0.17％ －8.93％ －2.85％ 3.31％ －6.16％ 0.25％

2012年 4.11％ 10.46％ 3.71％ －5.58％ －10.27％ 5.43％ －3.46％ 1.67％ 0.34％ 0.66％ 5.80％ 10.05％

2013年 7.15％ 3.78％ 6.72％ 12.36％ －0.62％ －0.71％ －0.07％ －2.04％ 7.97％ －0.88％ 9.31％ 4.02％

2014年 －8.45％ －0.49％ －0.09％ －3.53％ 2.29％ 3.62％ 3.03％ －1.26％ 4.86％ 1.49％ 6.37％ －0.05％

2015年 1.28％ 6.36％ 2.18％ 1.63％ 5.34％ －1.59％ 1.73％ －7.04％ －9.14％ 9.75％ 3.48％ －3.61％

2016年 －7.96％ －8.51％ 4.57％    

（注）サブ・ファンドの毎月の最終評価日の日経平均株価終値に基づき記載しています。以下、本「参考情報」に記載した数値

およびグラフにつき、同じです。 

 
●日経平均株価グラフ 

 

●日経平均株価騰落率他 

 
評   価   日 2016年３月31日

日 経 平 均 株 価 終 値 16,758.67 

当 月 騰 落 率 4.57％

年 初 来 騰 落 率 －11.95％

設 定 来 騰 落 率 －4.14％

設定来騰落率(年率) －0.45％

標 準 偏 差(年率) 26.11％

当 初 日 経 平 均 株 価 17,483.34 

 

 

 

■投資の対象とする有価証券の主な銘柄 

当期末現在における投資有価証券の主な銘柄については、後記「Ⅳ.ファンドの経理状況（３）投資

有価証券明細表等」をご参照ください。 

 

 

■今後の運用方針 

受益者に対して、「① 連動先指数のパフォ－マンスに連動した定期的な支払」、「② 豪ドル建投資元

本に対する収益分配金（税引前）の支払合計が一定の水準に達した場合には、当初投資元本を確保しつ

つ早期償還が行われる可能性」および「③ サブ・ファンドの満期償還日までにサブ・ファンドの早期

償還が行われなかった場合には、満期償還日において当初投資元本の確保」を提供するという当初の方

針に変更はなく、これらを達成するために、今後とも豪ドル建日経平均連動社債の組入比率を高位に保

つ運用を行います。 
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（２）費用の明細 

項   目 項目の概要 

固定報酬 
各評価日現在の発行済み受益証券の
投資元本（受益証券１口当たり1,000
豪ドル）に対し年率0.25％ 

固定報酬契約に基づく固定報酬代理人の業務の
対価として、固定報酬代理人に支払われます。

販売会社報酬 
各評価日現在の発行済み受益証券の
投資元本（受益証券１口当たり1,000
豪ドル）に対し年率0.15％ 

投資者からの申込みまたは買戻請求を管理会社
に取り次ぐ等の業務の対価として、日本におけ
る販売会社に支払われます。 

代行協会員報酬 
各評価日現在の発行済み受益証券の
投資元本（受益証券１口当たり1,000
豪ドル）に対し年率0.05％ 

受益証券１口当たり純資産価格の公表を行い、
また受益証券に関する目論見書、決算報告書そ
の他の書類を日本における販売会社に送付する
等の業務の対価として、代行協会員に支払われ
ます。 

その他の費用（当期） 0.00％ 

監査人の報酬および費用、評価費用、法務費用、
パラディアム・ジャパン・トラストおよびサブ・
ファンドの設定および継続開示に関する費用等
（弁護士に支払う開示書類の作成・届出業務等
に係る報酬等）として支払われます。 

（注） 各報酬については、有価証券報告書に記載されている料率を記載しています。「その他の費用（当期）」には運用状況等

により変動するものや実費となる費用が含まれます。便宜上、当期のその他の費用の金額をサブ・ファンドの当期末の純

資産価額で除して100を乗じた比率を表示していますが、実際の比率とは異なります。 
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Ⅱ．直近10期の運用実績 

 

（１）純資産の推移 

下記各会計年度末および第９会計年度中における各月末の純資産の推移は、以下のとおりです。 

 
純資産総額 １口当たり純資産価格 

豪ドル 千円 豪ドル 円 

第１会計年度末日 

(平成19年９月末日) 
90,999,423 7,795,011 916.51 78,508 

第２会計年度末日 

(平成20年９月末日) 
40,817,127 3,496,395 703.31 60,246 

第３会計年度末日 

(平成21年９月末日) 
21,789,250 1,866,467 636.48 54,521 

第４会計年度末日 

(平成22年９月末日) 
14,046,601 1,203,232 574.60 49,220 

第５会計年度末日 

(平成23年９月末日) 
13,033,963 1,116,489 719.75 61,654 

第６会計年度末日 

(平成24年９月末日) 
10,483,200  897,991 836.05  71,616 

第７会計年度末日 

(平成25年９月末日) 
8,348,299 715,115 957.92  82,055 

第８会計年度末日 

(平成26年９月末日) 
7,139,462 611,566 1,001.05 85,750 

第９会計年度末日 

(平成27年９月末日) 
5,880,399 503,715 1,012.64 86,743 

平成26年10月末日 7,072,106 605,797 1,011.17 86,617  

11月末日 7,229,864 619,310 1,049.48 89,898  

12月末日 6,911,096 592,004 1,048.09 89,779  

平成27年１月末日 6,892,032 590,371 1,062.11 90,980  

２月末日 7,008,943 600,386 1,094.81 93,781 

３月末日 7,047,881 603,721 1,107.11 94,835 

４月末日 6,950,578 595,387 1,123.23 96,216 

５月末日 6,749,124 578,130 1,109.51 95,041 

６月末日 6,688,695 572,954 1,113.11 95,349 

７月末日 6,610,739 566,276 1,114.23 95,445 

８月末日 6,064,641 519,497 1,037.05 88,834 

９月末日 5,880,399 503,715 1,012.64 86,743 

（注） オーストラリア・ドル（以下「豪ドル」といいます。）の円貨換算は、便宜上、平成28年１月29日現在の株式会社三菱東

京UFJ銀行の対顧客電信売買相場（同日午後零時30分（日本時間）頃公表）の仲値（１豪ドル＝85.66円）によります。以

下、豪ドルの円貨表示は別段の記載がない限りこれによるものとします。   
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（２）分配の推移 

下記会計年度および第９会計年度中における１口当たりの課税前分配金の推移は、以下のとおりです。 

会計年度 １口当たり分配金 分配金支払日 

第１会計年度 3.95豪ドル （338円） 平成19年５月22日 

第２会計年度 該当事項なし。 

第３会計年度 該当事項なし。 

第４会計年度 該当事項なし。 

第５会計年度 該当事項なし。 

第６会計年度 該当事項なし。 

第７会計年度 該当事項なし。 

第８会計年度 該当事項なし。 

第９会計年度 

0.450豪ドル （39円） 平成27年２月27日 

38.275豪ドル （3,279円） 平成27年５月29日 

66.250豪ドル （5,675円） 平成27年８月28日 

 

（３）販売および買戻しの実績 

下記会計年度における販売および買戻しの実績ならびに下記会計年度末日現在の発行済口数は、以

下のとおりです。 

会計年度 販売口数 買戻口数 発行済口数 

第１会計年度 
99,289 

(99,289) 

0 

(0) 

99,289 

(99,289) 

第２会計年度 
0 

(0) 

41,253 

(41,253) 

58,036 

(58,036) 

第３会計年度 
0 

(0) 

23,802 

(23,802) 

34,234 

(34,234) 

第４会計年度 
0 

(0) 

9,788 

(9,788) 

24,446 

(24,446) 

第５会計年度 
0 

(0) 

6,337 

(6,337) 

18,109 

(18,109) 

第６会計年度 
0 

(0) 

5,570 

(5,570) 

12,539 

(12,539) 

第７会計年度 
0 

(0) 

3,824 

(3,824) 

8,715 

(8,715) 

第８会計年度 
0 

(0) 

1,583 

(1,583) 

7,132 

(7,132) 

第９会計年度 
0 

(0) 

1,325 

(1,325) 

5,807 

(5,807) 

（注１）（ ）内の数は本邦内における販売・買戻しおよび発行済口数です。 

（注２）第１会計年度の販売口数には、当初申込期間に販売された販売口数が含まれます。 
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Ⅲ．純資産額計算書 

  （平成27年９月末日現在）

Ⅰ 資産総額 5,884,842豪ドル 504,096千円

Ⅱ 負債総額 4,443豪ドル 381千円

Ⅲ 純資産価額（Ⅰ―Ⅱ） 5,880,399豪ドル 503,715千円

Ⅳ 発行済口数 5,807口 

Ⅴ １口当たり純資産価格（Ⅲ／Ⅳ） 1,012.64豪ドル 86,743円

（注） 上記の表における資産総額、負債総額および純資産価額は、サブ・ファンドの財務諸表に記載された数値であり、本書中

の他の部分において記載されている数値またはその合計値と一致しない場合があります。詳細は、後記「Ⅳ．ファンドの

経理状況（２）損益計算書 SMBCフレンド・ドイツ銀行グループ 早期償還条項付 償還時豪ドル建元本確保型ファンド07

－01（日経平均連動分配型）財務書類に対する注記」をご参照ください。 
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Ⅳ．ファンドの経理状況 

 

ａ． サブ・ファンドの直近会計年度の日本文の財務書類は、ルクセンブルグにおいて一般に認められ

た会計原則に準拠して作成された原文の財務書類を翻訳したものである。これは「特定有価証券の

内容等の開示に関する内閣府令」に基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

第131条第５項ただし書の規定の適用によるものである。 

 

ｂ． サブ・ファンドの原文の財務書類は、外国監査法人等（公認会計士法（昭和23年法律第103号）

第１条の３第７項に規定する外国監査法人等をいう。）であるアーンスト・アンド・ヤング・リミ

テッドから監査証明に相当すると認められる証明を受けており、当該監査証明に相当すると認めら

れる証明に係る監査報告書に相当するもの（訳文を含む。）が当該財務書類に添付されている。 

 

ｃ． サブ・ファンドの原文の財務書類は、豪ドルで表示されている。日本文の財務書類には、主要な

金額について円貨換算が併記されている。日本円による金額は、平成28年１月29日現在における株

式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信売買相場（同日午後零時30分（日本時間）頃発表）の仲値（１

豪ドル＝85.66円）で換算されている。なお、千円未満の金額は四捨五入されている。 
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独立監査人の報告書 

 

パラディアム・ジャパン・トラスト－ 

SMBCフレンド・ドイツ銀行グループ 早期償還条項付 償還時豪ドル建元本確保型ファンド 07－01 

（日経平均連動分配型）の受託会社 御中 

 

我々は、パラディアム・ジャパン・トラスト－SMBCフレンド・ドイツ銀行グループ 早期償還条項付

償還時豪ドル建元本確保型ファンド 07－01（日経平均連動分配型）（以下「ファンド」という。）の

2015年９月30日現在の投資有価証券明細表を含む純資産計算書、同日終了年度の損益および純資産変動

計算書、受益証券口数の変動および統計、ならびに重要な会計方針の概要とその他の説明情報から構成

される、添付の財務書類について監査を行った。 

 

本書は、受託会社のためにのみ作成されている。我々の監査業務は、監査報告書で表明することを求

められている事柄を受託会社に述べるために行われており、それ以外の目的はない。法律で認められて

いる限りにおいて、我々は、ファンドおよび受託会社以外のいかなるものに対しても、我々の監査業務、

本報告書、もしくは我々が形成する意見に関して、責任を引受けずまた負わないものとする。 

 

財務書類に関する経営陣の責任 

経営陣は、ルクセンブルグにおいて一般に認められている会計原則に準拠する財務書類の作成と公正

な表示について、また詐欺もしくは誤謬の如何にかかわらず、重大な虚偽記載がない財務書類の作成の

ために必要と経営陣が判断する内部統制について責任を負う。 

 

監査人の責任 

我々の責任は、我々の監査に基づいて当財務書類に対して意見を表明することである。我々は、国際

監査基準に準拠して監査を実施した。これらの基準は、我々が倫理上の要件に従いつつ、財務書類に重

大な虚偽記載がないことの合理的な確信を得られるように我々が監査を計画し実施することを要求し

ている。 

監査には、財務書類中の金額および開示事項について監査証拠を入手するための手続を実施すること

が含まれる。選択された手続は、詐欺もしくは誤謬の如何にかかわらず、財務書類の重大な虚偽記載の

リスク評価を含む、監査人の判断に依っている。それらのリスク評価を行う際に、現状に相応しい監査

手続を計画するために、事業体の財務書類の作成および公正な表示に関する内部統制を監査人は検討す

るが、これは事業体の内部統制の有効性に関する意見を表明するためではない。監査にはまた、全体的

な財務書類の表示の評価と同様に、採用された会計方針の妥当性および経営陣によって行われた会計上

の見積りの合理性を評価することも含まれる。 

我々は、我々が入手した監査証拠が我々の監査意見に関する基礎を提供するに充分かつ適切であると

確信する。 

 

意見 

我々の意見では、添付の財務書類は、ルクセンブルグにおいて一般に認められた会計原則に準拠して、

パラディアム・ジャパン・トラスト－SMBCフレンド・ドイツ銀行グループ 早期償還条項付 償還時豪

ドル建元本確保型ファンド 07－01（日経平均連動分配型）の2015年９月30日現在の財務状態および同

日終了年度の財務実績、純資産および受益証券口数の変動、ならびに統計について、すべての重要な点

において公正な概観を示しているものと認める。 

 

 

アーンスト・アンド・ヤング・リミテッド

2016年２月９日  
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（１）貸借対照表 

 

SMBCフレンド・ドイツ銀行グループ 

早期償還条項付 償還時豪ドル建元本確保型ファンド 07－01（日経平均連動分配型） 

純資産計算書 

2015年９月30日現在 

 

 注記 豪ドル 千  円 

資産 

投資有価証券時価評価額 2 5,825,096 498,978

預金 2 28,445 2,437

投資有価証券売却に係る未収金 31,264 2,678

未収預金利息 37 3

資産合計 5,884,842 504,096

     

負債 

代行協会員報酬 3 494 42

販売会社報酬  3 1,481 127

固定報酬  3 2,468 211

負債合計 4,443 381

     

純資産合計 5,880,399 503,715

     

受益証券１口当たり純資産価格 1,012.64 86,743 円 

発行済受益証券口数 5,807

 

 

添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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（２）損益計算書 

 

SMBCフレンド・ドイツ銀行グループ 

早期償還条項付 償還時豪ドル建元本確保型ファンド 07－01（日経平均連動分配型） 

損益計算書および純資産変動計算書 

2015年９月30日終了年度 

 

注記 豪ドル 千  円 

期首現在純資産額 7,139,462 611,566

     

収益 

社債に係る利息 2 54,617 4,678

預金利息 2 644 55

収益合計 55,261 4,734

     

費用 

代行協会員報酬 3 3,154 270

販売会社報酬 3 9,461 810

固定報酬 3 15,769 1,351

費用合計 28,384 2,431

     

投資による純利益 26,877 2,302

     

投資有価証券売却に係る実現純利益 2 681,833 58,406

実現純利益 708,710 60,708

     

投資有価証券に係る未実現評価益（純額）の変動 70,078 6,003

運用による純資産の純増加 778,788 66,711

     

資本の変動 

受益証券買戻支払額 (1,414,714) (121,184)

分配支払額 (623,137) (53,378)

期末現在純資産額 5,880,399 503,715

 

 

添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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SMBCフレンド・ドイツ銀行グループ 

早期償還条項付 償還時豪ドル建元本確保型ファンド 07－01（日経平均連動分配型） 

受益証券口数の変動および統計 

2015年９月30日終了年度 

 

受益証券 

    

期首現在発行済受益証券口数 7,132

発行受益証券口数 －

買戻受益証券口数 (1,325)

期末現在発行済受益証券口数 5,807

    

    

統計 

2015年９月30日 2014年９月30日 2013年９月30日

純資産価額合計 5,880,399 7,139,462 8,348,299

 

１口当たり純資産価格 1012.64 1001.05 957.92

 

 

添付の注記は本財務書類と不可分のものである。 
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SMBCフレンド・ドイツ銀行グループ 

早期償還条項付 償還時豪ドル建元本確保型ファンド 07－01（日経平均連動分配型） 

財務書類に対する注記 

2015年９月30日現在 

 

１．概要 

パラディアム・ジャパン・トラスト（以下「トラスト」という。）は、ケイマン諸島のミューチュア

ル・ファンド法（改正済）に準拠して「ミューチュアル・ファンド」としてケイマン諸島金融庁に登録

され、ロイヤル・バンク・オブ・カナダ・トラスト・カンパニー（ケイマン）リミテッド（以下「受託

会社」という。）とドイチェ・アセット＆ウェルス・マネジメント・インベストメント・エス・エー（以

下「管理会社」という。）の間で締結された2006年11月28日付信託証書に基づいて設定されたユニット・

トラストである。 

2015年９月30日現在、トラストは、以下の６つの運用中のサブ・ファンドを有している。 

１．パラディアム・ジャパン・トラスト－SMBCフレンド・ドイツ銀行グループ 早期償還条項付 償還

時豪ドル建元本確保型ファンド 07-01（日経平均連動分配型） 

２．パラディアム・ジャパン・トラスト－豪ドル建満期時元本確保型ミルバーン・パフォーマンス連

動ファンド（2008－09） 

３．パラディアム・ジャパン・トラスト－豪ドル建満期時元本確保型ミルバーン・パフォーマンス連

動ファンド（2008－11） 

４．パラディアム・ジャパン・トラスト－豪ドル建満期時元本確保型ミルバーン・パフォーマンス連

動ファンド（2009－02） 

５．パラディアム・ジャパン・トラスト－ｄｂＸ－ウィントン・パフォーマンス連動型ファンド（米

ドル建／豪ドル建／円建） 

６．パラディアム・ジャパン・トラスト－豪ドル建満期時元本確保型ｄｂＸ－ポールソン・パフォー

マンス連動ファンド（2009－10） 

 

パラディアム・ジャパン・トラストのサブ・ファンド 

受託会社と管理会社の間の2006年12月14日付設立証書に従い、受託会社は、日経平均株価指数連動社

債に投資する「パラディアム・ジャパン・トラスト－SMBCフレンド・ドイツ銀行グループ 早期償還条

項付 償還時豪ドル建元本確保型ファンド07－01（日経平均連動分配型）」（以下「ファンド」という。）

を設立し、2007年１月31日に運用を開始した。 

本財務書類で使用されている特定の用語は、2006年12月付のトラストの英文目論見書（以下「英文目

論見書」という。）および2006年12月付のサブ・ファンドに関する商品付属書（以下「商品付属書」と

いい、英文目論見書とともに「募集関係書類」という。）において定義されており、従って当注記と併

せてかかる文書も読まれるべきである。 

 

ファンドの投資目的および方針 

ファンドの投資目的は、登録受益者に対して、（ⅰ）日経平均株価指数のパフォーマンスに連動した

定期的な支払、（ⅱ）豪ドル建投資元本に対する収益分配金（税引前）の支払合計が一定の水準に達し

た場合には、当初投資元本を確保しつつ早期償還が行われる可能性、および（ⅲ）ファンドの満期償還



－ 20 － 

日までにファンドの早期償還が行われなかった場合には、満期償還日において当初投資元本の確保を提

供することである。これらの特性すべては、募集関係書類の商品付属書に詳細が記載されている。 

 

保証証書 

ファンドへの投資の下方リスクを制限する目的で、登録受益者の利益のための保証証書が、ロンドン

支店を通じて行為するドイツ銀行（以下「保証会社」という。）によって締結された。保証会社は、保

証日において保有され、買い戻される各受益証券について、保証証書の条項に従い、不足額（もしあれ

ば）を支払うことを各登録受益者の利益のためにファンドに対し撤回不能の形で保証する。 

 

２．重要な会計方針 

当財務書類は、ルクセンブルグで一般に認められた会計原則に準拠して作成されている。ファンドが

従う重要な会計方針の概要は、以下の通りである。 

 

評価 

社債の評価は、社債計算代理人によって報告される公正価格に基づき、受託会社が公正価格で評価す

る。公正価格は、満期時点における社債の保証額（受益証券１口当たり当初発行価格に相当）にかかる

予測される将来キャッシュ・フロー、支払固定クーポンおよび、社債が連動する連動先指数のパフォー

マンスに基づき支払われる変動クーポンに基づいて決定される。社債の公正価格には、直近の金利支払

日以後のいかなる経過利息も含まれる。 

現金、預金および類似の投資は、経過利息を含めた額面価額で評価される。 

ファンドの会計記録は現在、豪ドル（以下「基準通貨」という。）で維持されている。 

 

収益 

社債にかかる利息収益は、現金受取ベースで認識される。収益は、それぞれの源泉徴収税（もしあれ

ば）を差し引いた額で記録される。 

 

投資にかかる実現損益 

投資取引にかかる実現損益は、売却された投資有価証券の平均取得原価に基づいて決定される。 

 

３．費用および手数料 

ファンドに関連して、以下の報酬が支払われる。 

 

固定報酬 

ファンドのための役務に対し、ロンドン支店を通じて行為するドイツ銀行（以下「固定報酬代理人」

という。）は、各評価日現在の発行済受益証券の投資元本に対し、年率0.25％の報酬を受取る権利を有

する。かかる報酬は報酬計算基準に従い計算され、毎月発生し、各報酬支払日にファンドの資産から四

半期毎に後払いされる。 

固定報酬には、受託会社、管理事務代行会社、保管会社、登録・名義書換事務代行会社および受託会

社の代行会社の報酬およびファンドのその他の運営費が含まれるが、これらに限られない。 
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販売会社報酬 

ファンドのための役務に対し、SMBCフレンド証券株式会社（以下「販売会社」という。）は、各評価

日現在の発行済受益証券の投資元本に対し、年率0.15％の報酬を受取る権利を有する。かかる報酬は報

酬計算基準に従い計算され、毎月発生し、各報酬支払日にファンドの資産から四半期毎に後払いされる。 

 

代行協会員報酬 

ファンドのための役務に対し、SMBCフレンド証券株式会社（以下「代行協会員」という）は、各評価

日現在の発行済受益証券の投資元本に対し、年率0.05％の報酬を受取る権利を有する。かかる報酬は報

酬計算基準に従い計算され、毎月発生し、各報酬支払日にファンドの資産から四半期毎に後払いされる。 

 

アレンジャー報酬 

2012年２月17日以降、ファンドはアレンジャー報酬を支払っていない。 

 

管理報酬 

ファンドは管理報酬を支払っていない。 

すべての報酬は社債発行日（同日を含む。）から社債満期日（同日を除く。）まで計算され発生する。 

 

４．税金 

ケイマン諸島においてトラストは課税されないが、投資による収益、キャピタル・ゲインに関し、そ

の他の国々において源泉徴収される税金を負担することがある。 

 

５．関係会社 

ファンドの関係会社は以下の通りである。 

－管理会社であるドイチェ・アセット＆ウェルス・マネジメント・インベストメント・エス・エー 

－ロンドン支店を通じて行為するドイツ銀行：社債の発行会社および計算代理人、保証会社、アレ

ンジャーならびに固定報酬代理人 

ＤＢプラティナム・アドバイザーズは、2015年４月30日にＤＷＳ・インベストメント・エス・エーを

存続会社として、同社と合併した。また、ＤＷＳ・インベストメント・エス・エーは、2015年５月１日

付で、その名称をドイチェ・アセット＆ウェルス・マネジメント・インベストメント・エス・エーに変

更した。 

 サブ・ファンドは、社債発行会社であり保証会社である、ロンドン支店を通じて行為するドイツ銀行

の信用リスクに晒される。 

 

６．受益証券の発行および買戻し 

ファンドの受益証券は、募集期間中に当初発行価格で発行された。募集期間終了後は、受益証券は発

行されない。 

受益証券の買戻しは、募集関係書類の商品付属書の「特別買戻し」に記載される場合を除き、クロー

ズド期間最終日後（2007年12月31日）の最初の取引日からいずれの買戻日においても行うことができる。

各受益証券の買戻価格は、商品付属書に詳述されている通り、関連する評価日に計算される、該当する

買戻日現在の１口当たり純資産価格を参照して決定され、かかる１口当たり純資産価格から買戻し手数
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料を差し引いた金額に相当する。 

 

７．支払分配金 

以下の分配金配当が行われた。 

－１口当たり0.450豪ドル（分配落ち日：2015年２月17日、基準日：2015年１月30日） 

－１口当たり38.275豪ドル（分配落ち日：2015年５月18日、基準日：2015年４月30日） 

－１口当たり66.250豪ドル（分配落ち日：2015年８月17日、基準日：2015年７月31日） 
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（３）投資有価証券明細表等 

 

SMBCフレンド・ドイツ銀行グループ 

早期償還条項付 償還時豪ドル建元本確保型ファンド 07－01（日経平均連動分配型） 

投資有価証券明細表 

2015年９月30日現在 

（豪ドルで表示） 

 

銘柄 額面価額 通貨 取得原価 公正価格  
純資産に占める 

割合（％） 

 

社債 

英国 

DEUTSCHE BANK 0.45％ 07-17.02.17 5,776,000 豪ドル 5,776,000 5,825,096 99.06

 

投資有価証券合計 5,776,000 5,825,096 99.06

 

 

添付の注記は当財務書類の一部である。 
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Ⅴ．お知らせ 

 

●運用報告書（全体版）の電磁的方法による提供について 

運用報告書（全体版）について電磁的方法により提供するための所要の信託証書の変更を行いました

（2016年５月６日効力発生）。 

 

●管理会社の名称変更について 

2016年３月17日付で、管理会社は、その名称をドイチェ・アセット＆ウェルス・マネジメント・イン

ベストメント・エス・エーからドイチェ・アセット・マネジメント・エス・エーに変更しました。 

 


